
◎消費生活用製品安全法等の一部を改正する法律 
（令和六年六月二六日法律第六七号）   

一、 提案理由（令和六年五月二四日・衆議院経済産業委員会） 

○齋藤（健）国務大臣 消費生活用製品安全法等の一部を改正する法律案につきまして、

その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 インターネット取引の拡大に伴い、国内外の事業者がオンラインモール等を通じて国

内の消費者に製品を販売する機会が増大しており、これに伴う課題が生じています。 

 具体的には、消費生活用製品安全法等の製品安全関連の四つの法律において、これま

で、国内の製造事業者及び輸入事業者が製品の安全性の確保に責任を有する主体として

位置づけられてきましたが、海外の事業者が国内の消費者に直接製品を販売する場合に

は、国内における製品の安全性の確保についての責任主体が存在しないという課題があ

ります。 

 また、玩具等の子供用の製品については、子供による安全な使用が適切に確保できて

いないという課題があります。 

 こうした課題に対応し、国内の消費者の生命又は身体に対する危害の発生の防止を図

るべく、本法律案を提出した次第です。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、海外の事業者を消費生活用製品安全法等において届出を行う対象として明確

化するとともに、海外の事業者が届出を行う際に、国内管理人の選任を求めることとし

ます。 

 第二に、国内の消費者に危険が及ぶおそれがあると認められ、かつ、消費生活用製品

等の製造事業者又は輸入事業者等によって必要な措置が講じられることが期待できない

ときは、取引デジタルプラットフォーム提供者に対し、製品の出品削除等を要請できる

こととします。 

 第三に、届出事業者の氏名や特定製品等の型式の区分、国内管理人の氏名等について

公表することとするとともに、法律や法律に基づく命令等に違反する行為を行った者の

氏名等について公表することができることとします。 

 第四に、新たに子供用特定製品という類型を設け、これについて、その製造事業者及

び輸入事業者に対し、国が定める技術基準及び使用年齢基準への適合を求めることとす

るとともに、これらの義務を履行している旨を示す表示のない製品は販売できないこと

とします。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院経済産業委員長報告（令和六年五月三〇日） 

○岡本三成君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 



 本法律案は、消費生活用製品等による一般消費者の生命又は身体に対する危害等の防

止を図るため、国内消費者に直接製品を販売する海外事業者を規制の対象とするととも

に、主務大臣による取引デジタルプラットフォームの利用停止要請の創設等の措置を講

ずるほか、主として子供の生活の用に供される製品の安全性を確保するための措置を講

ずるものであります。 

 本案は、去る五月二十三日本委員会に付託され、翌二十四日に齋藤経済産業大臣から

趣旨の説明を聴取いたしました。二十九日に質疑に入り、質疑終局後、採決を行った結

果、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月二九日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 海外事業者を消費生活用製品安全法等において届出を行う対象として明確化するに

当たっては、国内の消費者が製品を安全に使用できる環境を整備する観点から、海外

事業者が国内管理人を適切に選任した上で届出手続を円滑に行うことができるよう、

本法の内容の周知徹底を行うとともに、届出に係る支援の充実に努めること。 

二 海外事業者が、特定製品以外の消費生活用製品においても、報告徴収、立入検査や

製品事故情報報告・公表制度の対象となることの周知徹底に努めること。 

三 インターネット取引が拡大する中における取引デジタルプラットフォームの果たす

役割の重要性を踏まえ、国内の消費者の安全確保の観点から、取引デジタルプラット

フォーム提供者が努力義務として講ずるべきとされている措置等の実施状況及び主務

大臣による取引デジタルプラットフォーム提供者に対する製品の出品削除等の要請へ

の対応状況について実態把握に努めるとともに、取引デジタルプラットフォーム提供

者及び関係機関と緊密な連携を図ること。 

四 子供用特定製品の指定並びに子供用特定製品に係る技術基準及び使用年齢基準につ

いては、子供用の製品による事故を未然に防ぐ観点から、国内外における子供が被害

にあう事故の実態及び諸外国における規制の動向等を踏まえ策定し、及び機動的に見

直すとともに、消費者への周知徹底を図るなど、子供用の製品の安全確保に向けて万

全を期すこと。また、子供用特定製品の対象については、育児、保育に関わる幅広い

製品を対象としていくことを検討すること。 

五 子どもの製品事故は、子供用特定製品以外の消費生活用製品等でも発生しているこ

とに鑑み、それらの製品においても、その製品の使用場面に応じて子どもの使用を十

分に想定して、特定製品としての指定や技術基準への反映を図ること。 

六 古物である子供用特定製品を販売し、又は販売の目的で陳列する事業者に対して、

子どもへの危害の発生を防止する観点から本法の内容の周知徹底を行うこと。また、

本法施行前に製造・輸入された製品についても、例えば、既に流通している技術基準



を満たさない製品について、保護者をはじめ、育児、保育に関わる幅広い関係者に対

し、製品の処分等の必要性に関する情報を広報していくことなど、安全性の確保を図

る措置を講ずること。 

七 非事業者である個人が売主となる個人間取引について、特に子供用の製品による事

故を未然に防ぐ観点から、保護者等の消費者に対する子供用の製品の安全性や誤使用

に関する注意喚起を行うとともに、情報誌発行者、オークションサイトやフリーマー

ケットの主催者による投稿者や出展者に向けた安全に関する注意喚起が行われるよう

努めること。 

八 ＰＳマークが消費者に広く認知されているとは言い難い状況に鑑み、製品の安全性

が十分に確保され、契約自由の原則の下で消費者が適切に判断できるよう、各制度の

周知に努めること。 

三、 参議院経済産業委員長報告（令和六年六月一九日） 

○森本真治君 ただいま議題となりました消費生活用製品安全法等の一部を改正する法

律案につきまして、経済産業委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、消費生活用製品等による一般消費者の生命又は身体に対する危害等の防

止を図るため、規制の対象に係る輸入の定義を見直すとともに、主務大臣による取引デ

ジタルプラットフォームの利用停止要請の創設等の措置を講ずるほか、主として子供の

生活の用に供される製品の安全性を確保するための措置を講ずるなど、四法律について

改正を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、海外事業者の国内管理人の要件及び規制の実効性を担保する

方策、取引デジタルプラットフォーム提供者に期待される役割、子供用特定製品の対象

品目の在り方及び民間の任意規格との関係等について質疑が行われましたが、その詳細

は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して九項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年六月一八日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 海外事業者を消費生活用製品安全法等において届出を行う対象として明確化するに

当たっては、国内の消費者が製品を安全に使用できる環境を整備する観点から、海外

事業者が国内管理人を適切に選任した上で届出手続を円滑に行うことができるよう、

本法の内容の周知徹底を行うとともに、届出に係る支援の充実に努めること。 

二 海外事業者が、特定製品以外の消費生活用製品においても、報告徴収、立入検査や

製品事故情報報告・公表制度の対象となることについて周知徹底に努めること。 

三 インターネット取引が拡大する中における取引デジタルプラットフォームの果たす



役割の重要性を踏まえ、国内の消費者の安全確保の観点から、取引デジタルプラット

フォーム提供者が努力義務として講ずるべきとされている措置等の実施状況及び主務

大臣による取引デジタルプラットフォーム提供者に対する製品の出品削除等の要請へ

の対応状況について実態把握に努めるとともに、取引デジタルプラットフォーム提供

者及び関係機関と緊密な連携を図ること。 

四 子供用特定製品の指定並びに子供用特定製品に係る技術基準及び使用年齢基準につ

いては、子供用の製品による事故を未然に防ぐ観点から、国内外における子供が被害

に遭う事故の実態及び諸外国における規制の動向等を踏まえ策定し、機動的に見直す

とともに、保護者等の消費者への周知徹底を図るなど、子供用の製品の安全確保に向

けて万全を期すこと。また、子供用特定製品の対象については、育児、保育に関わる

幅広い製品を対象としていくことを検討すること。 

五 子供用の製品による事故の未然防止に向けては、本法に基づく制度のほか、長年、

我が国の玩具等の安全確保において重要な役割を果たしてきた民間の任意規格も引き

続き活用されるよう、その重要性や意義の周知に努めるとともに、両制度が共に機能

し、社会全体として子供の安全を確保する観点から、実務上も適切な制度となるよう

検討すること。 

六 子供の製品事故は、子供用特定製品以外の消費生活用製品等でも発生していること

に鑑み、それらの製品においても、その製品の使用場面に応じて子供の使用を十分に

想定し、特定製品としての指定や技術基準への反映を図ること。また、被害の拡大を

防止する観点から、製品事故が起きてしまった場合の対応は、可能な限り迅速に行う

よう努めること。 

七 古物である子供用特定製品を販売し、又は販売の目的で陳列する事業者に対して、

子供への危害の発生を防止する観点から本法の内容の周知徹底を行うこと。また、本

法施行前に製造・輸入された製品についても、例えば、既に流通している技術基準を

満たさない製品について、保護者を始め、育児、保育に関わる幅広い関係者に対し、

製品の処分等の必要性に関する情報を広報していくことなど、安全性の確保を図る措

置を講ずること。 

八 非事業者である個人が売主となる個人間取引について、特に子供用の製品による事

故を未然に防ぐ観点から、保護者等の消費者に対し、子供用の製品の安全性や誤使用

に関する注意喚起を行うこと。また、情報誌発行者、オークションサイトやフリーマ

ーケットの主催者等からも、出品者等に向けて安全に関する注意喚起が行われるよう、

積極的な情報提供等に努めること。 

九 ＰＳマークが消費者に広く認知されているとは言い難い状況に鑑み、契約自由の原

則の下で、消費者が製品の安全性について適切に判断できるよう、各制度の周知に努

めること。 

  右決議する。 


